
査答申情第６０号 

平成３０年３月７日 

答   申 

 

生駒市長 小紫 雅史 殿 

生駒市情報公開及び個人情報保護審査会 

会長 石田榮仁郎 

 

平成３０年１月１２日付け「生み第１８４号」で諮問のありました事案について

下記のとおり答申します。 

 

記 

審査会の結論 

本件審査請求を棄却すべきである。 

理 由 

第１ 審査請求の趣旨 

生駒市長が、審査請求人に対し、平成２９年１２月１１日付け「生み第１４５号」

でした処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 経緯 

 本件は、審査請求人が、平成２９年１１月２７日、生駒市長（以下「市長」とい

う。）に対し、生駒市情報公開条例（以下「条例」という。）に基づき「平成２９年

４月の都市公園法の改正以降、都市公園法あるいは生駒山麓公園の運営に関して生

駒市が国や県と協議、あるいは問い合わせをした内容が分かる文書」（以下「本件行

政文書」という。）の開示を請求したところ、市長が本件行政文書のうち「生駒山麓

公園（奈良県生駒市）における社会福祉事業所（占用物件）の設置について、生駒

山麓公園における改正都市公園法の活用計画、社会福祉事業の都市公園法上の位置



付、第５期生駒市障がい福祉計画（案）、障害者福祉の観点からの利活用検討」に係

る部分（以下「本件情報」という。）につき、同年１２月２４日までは条例が定める

不開示情報に該当することを理由に、その開示を拒否したので（以下「本件処分」

という。）、審査請求人が、行政不服審査法に基づき、本件処分のうち本件情報の開

示を拒否した部分の取消しを求めるもの（以下「本件審査請求」という。）である。 

２ 前提事実等 

(1) 審査請求人は、平成２９年１１月２７日付けで、条例に基づき、市長に対し、

本件行政文書の開示を請求した。 

 (2) 市長は、同年１２月１１日付けで、当該開示請求に対し、本件情報の開示を、

同年１２月２４日まで拒否する本件処分をした。 

(3) 審査請求人は、同年１２月２７日付けで、条例に基づき、市長に対し、本件

情報の開示を請求した。 

(4) 市長は、同年１２月２８日付け「生み第１７２号」で、本件情報の全部を開

示する決定を行い、その旨を審査請求人に通知した。 

(5) 審査請求人は、同年１２月２８日、本件情報を記録した行政文書を閲覧し、

その写しの交付を受けた。 

第３ 争点及びこれに対する当事者の主張の要旨 

１ 争点 

 (1) 審査請求人に審査請求の利益があるかどうか。 

 (2) 本件処分に違法又は不当があるかどうか。 

２ 争点に対する当事者の主張の要旨 

 (1) 争点(1)について 

  （市長） 

本件情報については、審査請求人から平成２９年１２月２７日付けで開示請求が

あり、市長は、同年１２月２８日付けで、その全部を開示する決定を行い、同日、

審査請求人はその開示を受けた。 

 したがって、審査請求人には審査請求の利益がない。 



  （審査請求人） 

開示されたか否かではなく、開示時期を遅らせたことによる不利益を問題にして

おり、弁明書の「訴えの利益はない」との意見はあたらない。 

 (2) 争点(2)について 

  （市長） 

本件情報を不開示とした理由として、意思形成決定過程であり、市の機関及び国

等の相互間における協議に関する情報であって、公にすることにより、不当に市民

の間に混乱を生じさせるおそれがあり、同年１２月２４日までは条例第７条第４号

が定める不開示情報に該当する。 

  （審査請求人） 

条例第７条第４号は、開示することにより、未成熟な情報が確定した情報と誤解

され、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがあるものについて規定したもの

であるところ、すでに市として判断がなされ、行政内部において「生駒市都市公園

条例の一部を改正する条例」及び「生駒山麓公園ふれあいセンター条例の一部を改

正する条例」として起案、決裁がなされ、本件開示請求を行った同年１１月２７日

時点において、すでに平成２９年生駒市議会１２月定例会にも議案として提出され、

その議案は一般にも公開されている。 

 同年１２月２５日には開示することができるようになるとの決定であり、それは

議会の議決結果が市に送付されることをもって「確定した情報」となると生駒市は

解釈しているようであるが、それでは否決された場合には「確定」にならず、議案

の起案に至るまでに改正都市公園法やその運用について、国や県とどのような協議

を行ったのか一切分からなくなってしまう。議会の議案に対する可否は、本件行政

文書の開示に何ら関係ないものである。 

むしろ、議案の審査前に本件行政文書を開示することにより、条例改正の妥当性

の有無が明確になる可能性が高く、同年１２月１４日の都市建設委員会の審査前に

これを開示しなかったことは「争点隠し」とのそしりを免れえず、また当該情報が

ないまま不十分な資料で審査されたことは、議会に付託している市民も不利益を被



ったと言わざるをえない。 

また、既に議案として提出された後においては「市民の間に混乱を生じさせるお

それ」の蓋然性は極めて低い。この場合に「おそれ」とは、適切な意思決定を行政

が行うことを保護するものではなく、市民が生活を営む上で「不当な」影響が及ぶ

ことを指しており、どのような「不当な」影響があるのかを明示すべきである。 

第４ 当審査会の判断 

まず、処分の取消しを求める審査請求は、審査請求人が、当該処分が取り消され

ることによって、自らの権利又は法律上保護された利益を実現し、又は維持若しく

は回復しようとするものである。 

 そこで、処分の取消しを求める審査請求が認められるためには、当該処分が取り

消されることによって、審査請求人の権利又は法律上保護された利益が実現され、

又は維持若しくは回復されることが必要である。 

これを本件についてみると、本件審査請求が認められるためには、本件処分のう

ち本件情報を不開示とした部分が取り消されることによって、本件情報の開示を受

ける審査請求人の条例上の権利が実現されることが必要である。 

この点、本件情報は、審査請求人による本件情報の開示請求に対し、市長が平成

２９年１２月２８日付けで開示する旨の決定を行い、同日、審査請求人は、本件情

報を記録した行政文書を閲覧し、かつその写しの交付を受けている。 

 そうすると、本件情報の開示を受ける審査請求人の条例上の権利は、同年１２月

２８日をもって既に実現しているのであるから、本件処分のうち本件情報を不開示

とした部分の取消しを求める審査請求人の審査請求の利益は、同日に消滅しており、

したがって、審査請求人には本件審査請求を行う利益はない。 

以上のとおりであるから、本件処分に違法又は不当があるかどうかを判断するま

でもなく、当審査会は審査会の結論のとおり答申する。 



 

第５ 審査会の審査経過 

   当審査会の審査経過は、次のとおりである。    

 

審 査 会 の 審 査 経 過 

 

 年  月  日 処  理  内  容 

 平成３０年１月１２日 ・市長からの諮問を受けた。  

  平成３０年１月２２日 ・市長から弁明書の提出を受けた。 

平成３０年１月２３日 

  （第１３２回審査会） 
・概要を確認し、審議を行った。 

  平成３０年２月１４日 ・審査請求人から反論書の提出を受けた。 

平成３０年２月２７日 

    （第１３３回審査会） 
・審議を終結し、答申文を決定した。 
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